
①少子高齢化・人口減少社会の到来 

資料 国立社会保障・人口問題研究所 
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これまで              これから ( )内は構成比％  

小田原市の年齢区分別人口  

○ 将来は、人口減少が続き、平成22年の約198千人から平成52年には158千人となり、老年人口割合
も平成22年の23.50％から平成52年には36.93％と大幅に増加し、高齢社会の到来が予測されている。 

○ 人口は、平成11年の200,695人をピークに、その後減少傾向にある。 老年人口割合（人口に占める
65歳以上の割合）は、昭和60年から一貫して上昇が続いている。  
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平成27年度第2回 （H28.2.26） 
小田原市行政改革推進委員会 本市を取り巻く行財政運営の課題 



②社会保障関係費の増加 

資料 財政指標等の推移 
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③厳しさを増す財政状況 

資料 財政指標等の推移 
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④公共施設・社会インフラの老朽化 

資料 市有施設の管理運営に係る基本方針（改訂版） 
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将来の修繕・更新費の推計（公共建築物（施設）及び公共インフラ） （億円） 

２０３９年まで（３０年間分）の修繕・更新費  約３，２１１億円
※上水道管路は2015年～2039年の25年間 

修繕・更新費 
１０７億円/年 


